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　ドイツ旅行規定の第３改正法政府草案（Stand:21.10.2016 16:44）は、連邦
政府によって 2016 年 11 月１日に決定され、基本法第 76 条第２項により、先
ず連邦参議院に送付された。連邦参議院は、2016 年 12 月 16 日の第 952 回会
議において態度決定した（BR-Drs. 652/16）。連邦政府は、連邦参議院の態度











（Petra Heinicke, Pauschalreise-Richtlinie - Neuer Wein in guten Chaeuchen ?, ZRP 

















び EU指令第 2011/83 号の改正に関する、並びに、閣僚理事会指令第 90/314
号の廃止に関する、欧州議会及び閣僚理事会の EU指令第 2015/2302 号（ABl. 





　とりわけ、パック旅行に関する 1990 年６月 13 日の閣僚理事会の EWG指
令第 90/314 号（ABl. L 158 vom 23.6.1990 S.59）は、本指令によって取り換え
られる。さらに、以下のものが、改正される
　ー　 消費者保護法律の実施を管轄する各国の国内官庁間の協力に関する欧
州議会及び閣僚理事会の EG規則第 2006/2004 号（（ABl. L 364 vom 
9.12.2004 S.1）、及び
　ー　 消費者の諸権利に関する、閣僚理事会の EWG指令第 93/13 号及び欧
州議会及び閣僚理事会の EG指令第1999/44号の改正に関する、並びに、
閣僚理事会の EWG指令第 85/577 号及び欧州議会及び閣僚理事会の
EG指令第 97/7 号の廃止に関する、2011 年 10 月 25 日の欧州議会及び
閣僚理事会の EU指令第 2011/83 号、いわゆる消費者諸権利指令。
　指令の目的は、まず、旅行者の諸権利を市場の発展に適合させ、かつ、規












































































































































































条第２項第４号、第 312g条第２項第 2文、第 651l条）。その際、事務所外で
締結された契約の場合の撤回権に関する規定の調整は、何ら追加的な履行費













用を埋め合わせる；2015 / 2016 学 年 に、「weltweiser-Der unabhaengige 
Bildungsberatungdienst ＆ Verlag」の調査論文（2016 年３月現在）によると、
全部で１万 7500 人のドイツの若者が生徒交換プログラムに参加した。日帰り
旅行の総数は、2015 年に 51 万 7503 件に達した（社団法人ドイツ旅行団体の
情報パンフレット「2015 年ドイツ旅行市場／数字と事実」31 頁）；そのほぼ














会 DRVの「2015 年ドイツ旅行市場／数字と事実（以下では、「2015 年数字
と事実」という）」22、31 頁という情報パンフレットからの数字に拠っている。
そこには、５日以上の休暇旅行数は 6910 万件、短期休暇旅行（２日～４日ま
での）数は 7710 万件、とされている。全体として年間約１億 4620 万件の休
暇旅行。パック旅行の割合は、2015 年旅行分析（社団法人休暇旅行及び旅行
研究会第 45 回旅行分析の ITB2015（2015 年国際観光見本市）に関する最初
の選抜結果５頁）では、５日以上の休暇旅行については、42％と見積もられ
ている。短期休暇旅行の場合には、個々の給付の割合はやや高い。それゆえ、









































ている（約 2500 の旅行主催者、１万 4000 の仲介人と 2695 の個別給付者、個
別的には後出のⅰ )乃至ⅲ）を見よ）。2015 年には旅行代理店及び旅行主催
















  講習によって発生する履行費用は、一部は、他の場合には andersfalls、新ら
しい情報提供義務が履行され得ない又は履行されるのが困難であることに
よって、惹起される。これによって生ずる履行費用は、全部で 270 万ユーロ


























に関しては、民法施行法草案第 252 款及び添付 18 を見よ）。民法施行法草案

































9880 であり、この他に約 20 の大手オンライン旅行ポータルが存在している
（DRV「事実と数字 2015］６頁及び 17 頁）；この他、ドイツには、同様に旅
行給付を仲介する約 4000 のツーリスト・インフォメーションがある（2016
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提供者の総数 2695 の場合に、使用される方式用紙に関する切替費用を考慮し
て（これに関して、民法施行法草案第 251 款第２条第１文及び添付 14 乃至
17 ； これに関して、第 252 款及び添付 18 も見よ）、ここでも 1件当たり 52 分、
１時間当たり 30.4 ユーロの賃金コストが見積もられる。したがって、給付提
供者には３万 5831 ユーロの 1回限りの切替費用が生ずる。
　　　　bb）　事業者の経常的な年間費用
　　　　　ⅰ）　規範名宛人　旅行主催者



















づく査定によれば、10 分と見積もられ（経済時間価値表のⅣ .,Ⅴ .,Ⅶ ､Ⅷ及
179 － ドイツ旅行規定の第３改正法政府草案（総論）の立法理由（髙橋）
− 138 −
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姓 Natur der Sacheの中にある（指令第３条第 12 号並びに、この意味において、















































































































470 及び宿泊営業の所有者 2225 と見込まれる（全部で 2695、これについては
上述 b）aa)ⅲ）を見よ）。運送人は常に倒産担保義務を負うのに対し、宿泊












らない。通知義務は見積もりで 4390 万件に関係する（上述 a）の前をみよ）:












































施行法草案第 250 款第 10 条と校合した民法草案第 651g条第２項第２文）










































































































約 50％高めに 175 と見積もられる。


















　発送される要請の場合、指令第 18 条第４項第３文による 15 日の経過又は
その後の再提出期間Wiederforlagefristの経過を理由とする他の加盟国の中央














































　指令第 26 条により、EU委員会は、2019 年１月１日までに欧州議会及び閣
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僚理事会に、オンライン予約に関係する指令の諸規定に関する報告書を提出
する。指令の適用に関する一般報告を、EU委員会は、2021 年１月１日まで
に提出する。必要な場合には、指令の適合に関する立法提案も、報告に添付
される。これと並んで、国内法化法の特別な評価は原則として必要でないと
思われる。しかし、現在、指令の国内法化後に、倒産担保に関する研究計画
を委託することが意図されている（民法草案第 651r条に関する立法理由を見
よ）。
